
予算特別委員会での 

亘理町へ出発する派遣職員

８８

引き続き東日本大震災被災

市町村へ職員を派遣するよ

うだが、どのような対応な

のか。

震災以来６人目の派遣となるが、

今回は宮城県亘理町へ１年間の予

定で１名派遣する。現地でのスト

レスなども考慮し、月２回程度に

帰町をふやすなど、メンタル面で

支えていきたい。

確かな学力サポート事業は

どのような取り組みなのか。

小学２年生から中学３年生までを

対象に、年度初めに学力テストと

生活習慣調査を行い、子どもたち

の実態や課題の把握と学力向上に

役立てている。

郷土芸能保存活動事業の

具体的な内容は。

国及び町重要無形民俗文化財

指定の郷土芸能保存・育成のた

め、15 団体へ補助する。

また、四丁目屋台屋根修理費の

一部補助を行う。

「住民活動サポートセンターぱる」

民営化の経緯は。

より利用者ニーズに沿った運営となるよう、

当初から計画していた。

メール配信システムの利用

状況は。

登録者は 1300 人程度で推移して

おり、気象情報を含め、月に平均

37 件程度の配信を行っている。

また、平成 25 年度はＪアラートと

の配信連携を予定している。

防犯灯設置事業費が増加している。

防犯灯の設置・管理はすべて町が

行うよう、区長会から要望がある

ようだが。

前年度の 2 倍の予算になっている。

すべての防犯灯を町が設置・管理する

のは難しい。当面は、補助での対応をし

ていきたい。

弁護士委託料の内容は。

顧問弁護士費用として72万円、

控訴のための弁護士費用とし

て 53 万 8000 円を予算化した。

無駄は？

財源の確保は？




